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　今年度は、あらためて政府の繊維産業政策の展開を跡づける作業と、昨年度に続き代表的産地であ
る秩父、桐生、北陸（主に福井・石川）地方の繊維産業の構造改善事業の実態を確認しうる資料の収
集に努めた。また、構造改善事業の現代における意義を確認するために、現存の繊維関連企業の経営
方針や自治体の中小企業政策や地域振興政策における繊維産業政策についての補足調査もおこなった。
　全国的繊維産業構造改善政策は、1967年の特定繊維工業構i造改善臨時措置法（特繊法）に始まり繊
維産業構1造改善臨時措置法の廃止（1999年）によりひとまず収束する。この30余年間でも、1．特繊
法に基づく紡績・織布等の特定領域における設備廃棄・近代化を重視した時期、2．1974年制定の繊
維法に基づく知識集約化（商品開発センター設置、共同施設設置、設備リース事業等、さらにはアパ
レル産業振興センター設置）を重視した時期、3．1989年繊維法改正により業務連携・グループ化の
推進（LPU推進、繊維リソースセンターの設置とネットワーク化）を重視した時期、4．情報化を背
景とした1994年の同法名称改正（繊維工業→繊維産業。繊産法）による製・販一体的＝マーケットイ
ン型構造改善（電子商取引市場に対応した繊維産業革新プログラムとQR事業の一体的推進、繊維
ファッション情報センター設置）を重視した時期に段階区分することが可能である。
　これらの時期に対応した各地域での構造改善事業の展開を検討できる資料として、秩父地域では
2001年度までの秩父織物商工組合資料を入手しておりデータ化を進めている。これらの分析により同
地域の事業展開をある程度捕捉できるであろう。桐生地域については、桐生織物協同組合が年誌を発
刊しており、県・市発行のデータと合わせてそれらから構造改善事業について概要を把握している。
北陸地方については、福井県織物構1造改善工業組合が作成した「概要と実績」（昭和42年度～48年度）、
福井県が作成した「概要と実績」（昭和42年度～46年度、昭和42年度～48年度、昭和50年度～53年度、
昭和54年度～58年度）、その他の政策冊子や統計資料関係資料を今年度新たに入手した。これらを元
に、全国的政策展開と上記の重要産地における政策及び実績を照合し、全般的繊維政策の推移のなか
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で1960～70年代における構造改善事業の位置とその成果を検証する。
　さらに、現時点における繊維政策の一つの方向として、経済産業省は産業クラスターの支援事業を
展開しているが、具体例として「北陸3県繊維産業クラスター」があり、事業基盤を整備し新商品開
発、販路開拓、人材育成を目指した事業を展開している。そこでは行政と会員企業が協力して地域の
産業活性化を図ろうとしている。今年度の調査の際、このようなクラスターのうちの有力企業でヒア
リングを試みた。産地を形成している繊維産業の構造改善事業の歴史的意義を確認するために、そこ
で得たクラスター形成政策との関連についても検討する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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